






































（別添）
上水道案件 セクター／水道事業体　基本情報チェックシート

国名：　　　　　　水道事業体名：

指標・情報 重要度 数値・情報 単位 出典 備考／記入上の留意事項

セクター概要

1 国家人口 ★★ 万人

一人当たりGDP ★★ USD／人

2 年間降水量 ☆ mm／年

気候帯 ☆

3
改善された水源へのア
クセス率

★★ ％ ・MDGsのモニタリングを行っているWHO/UNICEFのJoint Monitoring Report（JMP）の数字が基本。

4
水道セクターのガバナ
ンス

★★

・監督官庁・主管省庁を特定。
・水道事業体の形態を確認。主な類型は以下のとおり。①中央政府が直轄で水道事業を実施、②全国をカバーする
水道公社がある、③地方政府が直轄で水道事業を実施、④地方政府の下に水道公社がある、⑤上述の形態が混在。
・民間セクターの役割について特記事項がある場合は触れる。コンセッション契約等によって民間企業が大規模に
水道事業を実施している場合、政府が強力に民間セクター活用政策を推進している場合、など。
・案件の実施にあたって重要と思われる留意事項があれば触れる。地方分権化等の行政改革が進行中で影響を受け
る場合、中央政府・地方政府の権限や公社の独立性などに懸念がある場合、など。

5
主要な開発方針、開発
課題

★★

・関連する国家開発計画、セクター開発計画などを具体的に特定しつつ、①掲げられている開発目標と、②特に重
要な課題となっている点、を明記。よく課題として挙げられているのは、給水人口の増大、水質の改善（安全な水
の供給）、無収水率の削減、水源開発、水道事業体の経営改善、など。
・水道法、水質基準等の主要な法律や基準の有無を記載。
・セクターリフォーム（関係機関間の役割分担の見直し、地方分権化、民間セクター活用の推進等、水道事業に関
連する改革）が行われているなどの特筆すべき事項がある場合は記載。

水道事業体の概要

1
水道事業体の形態、監
督・規制体制

★★
・中央省庁や地方行政機関の一部なのか、別法人として一定の独立性を持つ組織となっている「公社」なのか。監
督官庁はどこか。

2
当該水道事業体の計画
給水区域

☆ ・どのような地理的な範囲が給水の責任範囲なのか。

3 水源 ★★ ・表流水（河川、ダム、湖沼）か、地下水か、湧水か。

4 水源開発余力 ☆
・給水量の増加を目的とするようなプロジェクトを計画する際には、水源からの取水のポテンシャル（開発余力）
について確認する。

5 水道普及率 ★★ ％ ・定義（分子、分母にどのような数字を用いているのか ）や計算方法 を確認

6 給水人口 ★★ 万人
・水道事業体の規模を把握する基本指標。
・一般に水道事業体が把握しているのは、水道利用人口ではなく、料金徴収の単位である給水栓数（接続数。
connection）であるため、給水栓数で記載してもよい。

7 一日平均給水量 ★★ 万m
3／日

・水道事業体の規模を把握する基本指標。
・バルクメーターがついておらず、正確に測定できていないことも多く、そのような場合は調査の中で、①ポンプ
の能力と運転時間から推定する、②想定される水使用量原単位と給水人口から推定する、などの方法が用いられ
る。

8 一人一日平均給水量 ★★
リットル／

人／日

・年間の総配水量を1人1日当たりに換算した値。一日平均給水量を給水人口で割って求めることが可能。家庭用水

以外に、商工業用水や、漏水などの無効水も含まれる。
・実際の家庭での消費水量が、社会調査等により「一人一日当たりの家庭用水使用量」として把握されていること
もある。
・上述のように、無効水を含むのか否か、用途等を限定した数字なのか、など定義にバリエーションがあり得る指
標であるため、定義や算出根拠を確認。「水使用量原単位」「水需要原単位」といった言葉も使われることがある
が、何を指しているのか定義を意識する必要がある。

9 給水時間 ★★
・連続給水なのか、時間給水なのか。時間給水の場合には1日（または1週間）あたり何時間給水されているかを記
載する。

10 無収水率 ★★ ％

・水道システム（送配水管網）への投入水量から、料金請求対象水量（有収水量）を差し引いて求められる無収水
量を、水道システム投入水量で割って算出。
・途上国において正確に計算されている事例は少なく、精度の低い推定値であることも多い。その場合には、推定
値であることが分かるように、「○○％と推定されている」などと記述することが望ましい。
・定義（国際水協会（IWA）の水収支表などを活用 ）や計算方法・推定方法 を確認する。

11 財務規模、収支 ★★

・財務規模としては、年間の売上高（営業収益）が指標になる。損益計算書に出ており、水道料金や接続料金の収
入を示す。
・予算額や支出額で財務規模を把握することもある。
・収支としては、営業利益（または営業損失。operating profit（loss））や当期純利益（または当期純損失。営業利

益に、営業外収益・費用（利息等）、特別利益・損失（資産売却等）、税金等を加味したもの）（net profit

（loss））が、損益計算書に出ている。黒字なのか赤字なのか、財務規模に比べてどのくらいの大きさか、を把握

する。
・ 収支を示す指標としては、営業収支比率（operating ratio）が使われることもある。営業費用（運転維持管理費）

に対する営業収益（料金請求額）の率であり、コストリカバリーのレベルを示す。
・途上国の水道事業体では、複式簿記になっていない、独自の会計基準に従っている、減価償却費が適切に積まれ
ていないなど、費目の定義や計算方法には注意が必要であり、相手側から出された数字を鵜呑みにせずに、きちん
と調べる。

12 水道料金水準 ★★
円または

USD／m
3

・用途や使用水量によって異なる単価が設定されており、計算が必要になることが多い。
・計算方法としては、①営業収益（料金収入）を有収水量で割る方法（これは日本において「供給単価」と呼ばれ
ているもの）と、②水道料金表から家庭において1か月にある水量を使用した時の料金を算出してその水量で割っ

て求める方法がある。世銀のIBNETでは②を採用し、水使用量の少ない貧困層を念頭において、1か月に6m3を使用

する場合の水道料金をデータベース化しているが、もう少し標準的な使用量として1か月に20m3を使った場合で計

算しているケースもある。
・ 用途を問わず、水道事業体全体としての水道料金水準を把握するためには①がよく、住民の支払い能力や支払い

意志額と比較する場合には②が用いられる。

13 料金徴収率 ☆ ％
・１年間に発行した水道料金の請求書の総額に対する、１年間で徴収した水道料金の総額の率。
・無収水率や営業収支比率は、通常は「請求書が発行された水量」をベースにしているため 、実際に料金が徴収さ

れているかどうかは関係がない。そのため、料金徴収率についても注意を払う必要がある。

14 メーター設置率 ☆ ％ ・水道料金が従量制なのか定額制なのか、従量制の場合はメーターによる計量がどの程度なされているか。

15
1,000接続当たりの職
員数

☆ 人／1,000栓
・5人程度が理想的とされており、多い場合には職員を無駄に抱えた効率の悪い経営をしている可能性がある。

・ただし、外部委託をどの程度行っているかに影響される。

16
施設の状況、施設の運
転・維持管理状況

★★

・施設の老朽化、水圧、水質などに関する特記事項。
・具体的には、以下のような事項がよく問題となる。①管路や配水池の老朽化による漏水の多発、②浄水場の機器
類の故障等による能力低下（浄水水質の悪化、浄水処理能力の低下、電気や薬品などの非効率な使用によるコスト
増など）、③浄水場の過負荷運転（設計能力以上の稼働）による浄水水質の悪化や故障リスクの増大、④低水圧
（末端や高台に給水できない）、⑤水圧が高すぎることによる漏水の多発（高低差の大きい水道に多い）、⑥水質
基準を満たすような適切な浄水処理が行われていない、⑦消毒が行われていない、⑧水質が検査できていない、⑨
浄水場や配水池の施設容量が不足している、⑩施設の図面や管網図、資産台帳、運転・維持管理のための標準作業
手順書（SOP）などが整備されていない。

17
水道事業体の業務目標
と課題

★★

・当該水道事業体のビジネスプランなどを具体的に特定しつつ、①掲げられている業務目標と、②特に重要な課題
となっている点、を明記。
・業務目標としては、将来の給水人口、水道普及率などを数値目標として掲げていることが多い。また、無収水率
（あるいは漏水率）の低減、給水時間（24時間給水の達成など）、水質基準の順守、などに触れられていることも
ある。
・水道事業体の課題としては、①事業計画の策定、②事業の拡張、③施設の修繕・更新、④無収水削減、⑤水質管
理、⑥財務改善、⑦組織開発、⑧顧客対応の改善、⑨法制度整備、基準整備、⑩人材育成、標準作業手順書
（SOP）作成、などがよく問題となっている。

・国の規模と経済レベルについては、水道事業に求められるサービス水準のレベル感を把握するために重要な指
標。
・世銀、国連、IMF等が数値を公表している。

・水資源が豊富な国なのか、乾燥地帯・半乾燥地帯に属する国なのか、国内に水資源の偏在があるのかどうか、な
ど水資源賦存量の特徴について触れることが望ましい。

・年間降水量の世界平均は約970mm、日本は1,718mm。人口一人当たりの年平均降雨総量は、世界平均が22,000m3／

年・人、日本が約5,100m3／年・人。水ストレスの程度（水需給が逼迫している状態の程度）を表す指標としては、
人口一人当たりの最大利用可能水資源量（Falkenmark indicator）がよく用いられる。利水及び環境に要する水資

源量は年間一人当たり1,700m3が最低基準、これを下回る場合は「水ストレス下にある」（water stress）状態、

1,000m3を下回る場合は「水不足」（water scarcity）の状態、500m3を下回る場合は「絶対的な水不足」
（absolute scarcity）の状態とされている。
・水資源賦存量の特徴に関する記載例：　ヨルダンは国土が乾燥地・半乾燥地に位置しているため、国民1人当た

りの水資源賦存量が145m3/年であり、水不足とされる1,000m3/年を大きく下回る、水資源が世界で最も少ない国の1
つである。
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